
明らかな権力の検閲だ 

 
写真は中日新聞 9 月 30 日 1 面。トリエンナーレ補助金不

交付を大きく伝える。愛知だけの問題ではない。とりあえず

標題の同紙 28 日社説を紹介する。  

リードから―「表現の不自由展・その後」が中止された「あ

いちトリエンナーレ 2019」を巡り、文化庁は補助金の不交付を決めた。手続きを理由

としているが、明らかな権力による検閲だ。撤回を求める。 

  

文化庁は 26 日、交付が内定していたトリエンナーレへの補助金約 7800 万円を交付

しないと発表した。実行委員会の中心で、補助金を申請した愛知県に対して「芸術祭の

円滑な運営を脅かす事態を予想していたにもかかわらず、文化庁の問い合わせまで申告

しなかった」と説明している。 

 変な理屈だ。芸術展は基本的に「性善説」の上に成り立つ。展示作や観覧者を脅かす

悪意を前提としては開けない。不自由展の再開が検討される中で、手続きを口実に狙い

撃ちにしたかのようだ。 

 荻生田光一文部科学相は「検閲には当たらない」と言う。しかし「退廃芸術」を排除

しようとしたナチス・ドイツを持ち出すまでもなく、政治が芸術に介入するのは危険極

まる。政策の基本的な計画で「文化芸術の『多様な価値』を活かして、未来をつくる」

とうたう文化庁が、多様な価値観を持つ芸術家の表現活動を圧迫し、萎縮させる結果に

なるのではないか。 

 大村秀章知事は「憲法が保障する表現の自由に対する重大な侵害だ」と強く批判し、

裁判で争う意向を示した。補助金カットに伴う県財政や県民の負担を考えれば、もっと

もな対応といえよう。 

 不自由展は、元慰安婦の象徴とされる少女像や、昭和天皇の肖像を用いた版画を燃や

す作品などを展示。激しい抗議が寄せられた。「ガソリンの携行缶を持ってお邪魔する」

という脅迫文さえ届き、わずか 3 日で中止となった。 

 実行委を構成する名古屋市の河村たかし市長は「日本国民の心を傷つけた」と述べた。

だが自由な民主国家である日本の名誉を傷つけ、社会と国民を圧迫するのは、むしろこ

うした行為ではないか。政治家や官僚は意に沿わない芸術家や作品に目を光らせるより、

暴力や圧力でものごとを動かそうとする風潮こそ戒めるべきだ。 

 少女像などに不快な感情を持つ人がいるのは無理もない。だが仮に像を撤去したとし

ても、慰安婦を巡るこの国の負の歴史まで消せるわけではない。社会の問題を誠実に問

い続ける芸術家の創造活動は、私たちに都合の悪いものや直視したくないものを作品に

昇華させて提出する。私たちが芸術展で見てとるべきは、そこにある。 

                             (2019 年 10 月 1 日) 


